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○諮問文 

 
平成１４年７月４日 

 
京都市廃棄物減量等推進審議会 
 会 長  高 月  紘 様 
 

京都市長 桝 本  賴 兼 
 
 

 
「新京都市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画～京（みやこ）・めぐるプラン」の見直しについて（諮問） 
 
 上記のことについて，下記のとおり諮問しますので，ご審議を賜り答申いただきますようお願いしま

す。 
 
 
 

記 
 
（諮問事項） 
 「新京都市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画～京（みやこ）・めぐるプラン」の見直しについて 
 
（諮問理由） 
 本市では，貴審議会からの答申を踏まえ，平成１１年６月に「新京都市一般廃棄物（ごみ）処理基本

計画～京（みやこ）・めぐるプラン」を策定し，「環境共生型都市・京都」の実現に向け取組を進めてき

たところであります。 
 計画策定よりこれまでを顧みますと，循環型社会形成推進基本法をはじめとする各種リサイクル法が

制定され，また，廃棄物の区分及び定義の見直し等に向けた検討が行われるなど，廃棄物を取り巻く社

会的状況は大きな転換期を迎えております。 
 基本計画は，おおむね５年ごとに見直しを行い，社会情勢の変動に適応したものとすることとされて

おりますが，以上のような現状に鑑み，来たる平成１５年１０月策定を目途に，今年度から来年度にか

け，見直しについてご審議いただきたく，今回の諮問を行うものであります。 
 

資料-1



 

○検討経過  

 

（審議会）  

会 議 開 催 月 日 審 議 内 容 

第 28回 平成 14年 7月 4日 

・本市廃棄物処理の現状及び廃棄物に関する社会情

勢の変化 

・諮問「新京都市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

～京（みやこ）・めぐるプラン」の見直しについて 

・基本計画見直しの方向性と審議会の体制案 

・その他 

第 29回 平成14年10月25日 

・これまでの検討経過について 

・これまでの検討経過を踏まえた施策の方向性につ

いて 

・その他 

第 30回 平成 15年 4月 24日 

・中間まとめ 

・３つの将来シナリオについて 

・その他 

第 31回 
平成 15年 9月 16日 

（開催予定） 

・審議会の「最終答申」（案）について 

・その他 

 

（部会）  

協働部会  

会 議 開 催 月 日 審 議 内 容 

第 1回 平成 14年 8月 28日 

・廃棄物処理の現状と課題 

・一般廃棄物(ごみ)処理基本計画見直しの方向性等 

・これまでの経過 

・家庭ごみ減量に向けた事例紹介 

・今後のスケジュール 

・その他 

第 2回 平成 14年 9月 24日 

・グリーンコンシューマー、グリーンカンパニーに

ついて 

・家庭ごみ減量化に関する情報インセンティブにつ

いて 

・家庭ごみ減量化に関する経済的インセンティブに

ついて 

・分別収集および集団・拠点回収の取組について 

・その他 
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第 3回 平成14年11月22日 

・前回審議会での検討内容について 

・家庭ごみ減量に向けた施策の方向性について 

・その他 

第 4回 平成 15年 2月 13日 

・家庭ごみ減量に向けた施策の方向性について 

・２Ｒ型エコタウン事業の推進 

・市民、事業者が主体となった集団回収・拠点回

収の推進 

・ごみ量予測と数値目標の設定について 

・３つの将来シナリオの設定について 

・その他 

 

事業系部会  

会 議 開 催 月 日 審 議 内 容 

第 1回 平成 14年 8月 23日 

・これまでの経過 

・廃棄物処理の現状と課題 

・一般廃棄物(ごみ)処理基本計画見直しの方向性等 

・事業系ごみ減量に向けた事例紹介 

・今後のスケジュール 

・その他 

第 2回 平成 14年 9月 26日 

・グリーンカンパニーについて 

・事業系ごみ収集・処理処分の現状について 

・事業系ごみに関する情報流通の仕組みについて 

・事業系ごみ減量化のためのマネジメントについて

・厨芥類の減量化の取組について（発生抑制を中心とし

て） 

・その他 

第 3回 平成 14年 12月 3日 

・前回審議会における検討内容について 

・事業系ごみ減量化に向けた施策の方向性について

・事業系ごみ減量化のための取組促進策の整備と

マネジメントの強化について 

・厨芥類の減量化（再資源化）の取組について 

・その他 

第 4回 平成 15年 2月 5日 

・事業系の容器包装・古紙等の再資源化の方向性に

ついて 

・ごみ量予測と数値目標の設定について 

・３つの将来シナリオ素案等について 
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協 働部会・事業系部会合同部会  

会 議 開 催 月 日 審 議 内 容 

第 1回 平成 15年 4月 22日 

・中間まとめ 

・３つの将来シナリオについて 

・その他 

第 2回 平成 15年 8月 8日 

・「中間まとめ」に対するパブリックコメントの結果

報告 

・審議会の「最終答申」（素案）について 

・その他 

第 3回 平成 15年 8月 28日 

・審議会の「最終答申」（原案）について 

・新基本計画における数値目標設定の考え方につい

て 

・その他 

 

ビジョン部会  

会 議 開 催 月 日 審 議 内 容 

第 1回 平成 14年 7月 26日 
・京都市廃棄物処理の現状，課題と将来の方向性 

・委員プレゼンテーション及び討議 

第 2回 平成 15年 5月 13日 

・中間まとめ 

・３つの将来シナリオについて 

・処理システム（組合せ）について 

・その他 
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○審議会委員・部会委員名簿 

 

（ 審 議会）  

氏   名 役  職  名 

 今西 恒子 聖護院学区ごみ減量推進会議 会長 

 植田 哲次 京都工業会 専務理事 

 上原 任 京都市環境局長 

 大沢 正典 日本チェーンストア協会関西支部 参与 

○ 郡嶌 孝 同志社大学経済学部 教授 

 小堀 脩 京都商工会議所 専務理事 

 佐々木 佳代 同志社女子大学生活科学部 教授 

 篠田 進 京都市小売商総連合会 専務理事 

 杦本 育生 環境市民 代表理事 

 大工 幸一 京都清掃業協同組合＊ 専務理事（～１５年６月７日） 

 山根 拓也 京都環境事業協同組合＊ 副理事長（１５年６月８日～） 

◎ 高月 紘 京都大学環境保全センター長 

 中島 和子 京都市生活学校連絡会 会長 

 西川 富久子 京都市地域女性連合会 常任委員 

 西田 哲郎 
京都百貨店協会 会長代理（～１５年３月３１日） 

（（株）ジェイアール西日本伊勢丹 取締役総務部長） 

 小西 義裕 
京都百貨店協会 会長代理（１５年４月１日～） 

（（株）高島屋京都店 総務部副部長） 

 原 強 京都消費者団体連絡協議会 会長 

 槇村 久子 京都女子大学現代社会学部 教授 

 松本 明光 京都商店連盟 常任理事 

 村尾 強 京都市職員労働組合連合会 執行委員長 

 山内 寛 京都市保健協議会連合会 会長 

（ ◎：会長  ○：会長職務代理者 ）   （ 敬称略  五十音順 ） 

（＊：名称変更） 
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（協働部会）  

氏   名 役  職  名 

 浅利 美鈴 京都大学大学院生 

 今井 好子 市民公募委員 

 上山 靜一 （株）イオン 環境・社会貢献部長 

○ 郡嶌 孝 同志社大学経済学部 教授＊ 

 西川 隆善 産業観光局商工部商業振興課長 

 西川 富久子 京都市地域女性連合会 常任委員＊ 

 細木 京子 京都市ごみ減量推進会議全市キャンペーン実行委員会 委員 

 湊 二郎 文化市民局市民生活部市民総合相談課長（～１５年３月３１日） 

 奥村 崇 文化市民局市民生活部市民総合相談課長（１５年４月１日～） 

 森田 正和 教育委員会事務局指導部学校指導課長（～１５年３月３１日） 

 砂田 信夫 教育委員会事務局指導部学校指導課長（１５年４月１日～） 

 山内 寛 京都市保健協議会連合会 会長＊ 

 山川 肇 京都府立大学人間環境学部環境デザイン学科住環境学専攻 講師 

 横田 美行 市民公募委員 

 吉田 陽 宝酒造（株）環境チームマネージャー 

（ ○：部会長、＊：廃棄物減量等推進審議会委員 ）   （ 敬称略 五十音順 ） 
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（事業系部会）  

氏   名 役  職  名 

 北原 茂樹 京都府旅館生活衛生同業組合 副理事長 

 小堀 脩 京都商工会議所 専務理事＊ 

 坂井 秀哉 市民公募委員 

 澤井 勝治 産業観光局農林部農業振興整備課長 

 新免 彩 立命館大学学生（～１５年３月３１日） 

 大野 秀憲 同志社大学学生（１５年４月１日～） 

 鈴木 靖文 （有）ひのでやエコライフ研究所 代表取締役研究員 

 大工 幸一 京都清掃業協同組合 専務理事＊（～１５年６月７日） 

 山根 拓也 京都環境事業協同組合 副理事長＊（１５年６月８日～） 

○ 高月 紘 京都大学環境保全センター長＊ 

 高橋 かつ子 市民公募委員 

 中島 和子 京都市生活学校連絡会 会長＊ 

 西田 哲郎 
京都百貨店協会 会長代理（～１５年３月３１日）＊ 

（（株）ジェイアール西日本伊勢丹 取締役総務部長） 

 小西 義裕 
京都百貨店協会 会長代理（１５年４月１日～）＊ 

（（株）高島屋京都店 総務部副部長） 

 松本 明光 京都商店連盟 常任理事＊ 

 山本 忠史 （株）ワコール総務部環境担当課長 

（ ○：部会長、＊：廃棄物減量等推進審議会委員 ）   （ 敬称略 五十音順 ） 

 

（ ビ ジョン部会）  

氏   名 役  職  名 

 郡嶌 孝 同志社大学経済学部 教授＊ 

 酒井 伸一 国立環境研究所循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長 

○ 高月 紘 京都大学環境保全センター長＊  

 田中 勝 岡山大学環境理工学部環境デザイン工学科長 

 内藤 正明 循環共生社会システム研究所 理事代表（京都大学名誉教授） 

 永田 勝也 早稲田大学理工学部 教授 

（ ○：部会長、＊：廃棄物減量等推進審議会委員 ）  （ 敬称略 五十音順） 
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○循環型社会形成推進のための法体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

出典：経済産業省資料を基に一部加筆

環境基本法

環境基本計画

循環
自然循環

社会の物質循環

○基本原則　○国、地方公共団体、事業者、国民の責務　○国の施策

循環型社会形成推進基本計画　：　国の他の計画の基本

循環型社会形成推進基本法(基本的枠組み法)
　社会の物質循環の確保
　天然資源の消費の抑制
　環境負荷の低減

＜　廃棄物の適正処理　＞ ＜　リサイクルの推進　＞

一般的な仕組みの確立

改正廃棄物処理法 資源有効利用促進法

①廃棄物の発生抑制
②廃棄物の適正処理
③廃棄物処理施設の設置規制
④廃棄物処理業者に対する規制
⑤廃棄物処理基準の設定　　等

拡充強化 拡充整備

 発生抑制対策の強化
 不適正処理対策
 公共関与による施設整備等

①再生資源のリサイクル
②リサイクルの容易な構造・材質等の工夫
③分別回収のための表示
④副産物の有効利用の促進

 　　　　ﾘﾃﾞｭｰｽ
 ﾘｻｲｸﾙ→ ﾘﾕｰｽ
 　　　　ﾘｻｲｸﾙ
 (１Ｒ)　(３Ｒ)

建

設

リ

サ

イ

ク

ル

法

食

品

リ

サ

イ

ク

ル

法

グ

リ

ー

ン

購

入

法

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

家

電

リ

サ

イ

ク

ル

法

工事の受注者が
・建築物の分別
　解体
・建設廃材等の
　再資源化

・消費者がリサイ
　クル費用を負担
・廃家電を小売店
　が消費者より引
　取
・製造業者等によ
　る再商品化

・容器包装の市町
　村による収集
・容器包装の製造・
　利用業者による
　再資源化

食品の製造・加
工・販売業者が
食品廃棄物の
再資源化

国などが、再生品な
どの環境物品の調
達を率先的に推進

木材、コンクリート、
アスファルト

(食品残渣)
(例：再生紙、コピー機)

エアコン、冷蔵庫、
テレビ、洗濯機

缶、ビン、ＰＥＴボトル、
紙製・プラスチック製容
器包装等

個別物品の特性に応じた規制 需要面からの支援

・平成12年制定
・平成13年完全施行

・平成12年制定(改正)
・平成13年施行

・平成 7年
　制定
・平成12年
　完全施行

・平成10年
　制定
・平成13年
　完全施行

・平成12年
　制定
・平成14年
　施行

・平成12年
　制定
・平成13年
　施行

(平成12年制定・施行)

自

動

車

リ

サ

イ

ク

ル
法

・所有者がリサイク
ル費用を負担
・引取業者による使
用済自動車の引取
・製造業者等による
ﾌﾛﾝ類、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ、ｼｭ
ﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄの引取、
リサイクル(破壊)

・平成14年
　制定
・平成16年末
　完全施行予定

(自動車)

・平成12年
　制定
・平成13年
　完全施行
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その他紙製容器包装：設定した代替案　（処理対象量：9,000t）

Ａ案 容器包装リサイクル
　　　法指定法人ルート

Ｃ案 バイオガス化

Ｂ案 RPF化→灰溶融燃料

排出 分別収集
選別保管
・輸送

リサイクル
(製紙原料等)

排出 分別収集 RPF化
灰溶融
燃料

排出 分別収集
ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化
(ガス発電)

厨芥：設定した代替案　（処理対象量：26,000t）

Ａ案 堆肥化

Ｂ案 バイオガス化

排出 分別収集 堆肥化

排出 分別収集
ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化
(ガス発電)

○ 個別品目のリサイクル手法に関するLCA試行結果 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境負荷量の評価  

二酸化炭素 窒素酸化物 埋立量

A案 

(堆肥化) 
○ ◎ ○ 

B 案 

(バイオガス) 
◎ ○ △ 

◎：ベースラインより最も低減効果が大きい 

○：ベースラインより低減効果は大きい 

△：ベースラインとほぼ同じ程度 

×：ベースラインより環境負荷が高い 

 

 

環境負荷量の評価  

二酸化炭素 窒素酸化物 埋立量

A-１案 

(指定法人) 
◎ ○ × 

A-2案 

(指定法人) 
○ × × 

Ｂ案 

(灰溶融燃料) 
○ ○ △ 

◎～×：厨芥類の凡例と同じ 

 

 

 

 

環境負荷量の評価  

二酸化炭素 窒素酸化物 埋立量

A案 

(指定法人) 
○ △ × 

B 案 

(灰溶融燃料) 
◎ ○ △ 

C案 

(バイオガス) 
○ ○ △ 

◎～×：厨芥類の凡例と同じ

その他プラスチック製容器包：設定した代替案

Ａ案 容器包装リサイクル
   法指定法人ルート

Ｂ案 灰溶融燃料

Ａ－２ 輸送距離 大
Ａ－１ 輸送距離 小

排出 分別収集
選別保管
・輸送

リサイクル
(高炉還元等)

排出 分別収集
灰溶融
燃料

※ベースラインは，他の品目と混合焼却し，現状の効率でごみ発電を行った場合とした。 

 

今後減量を進める必要のある厨芥類，プラスチック類，

紙類のリサイクルシステムについてＬＣＡを試行的に適

用してみました。 

評価指標は，地球温暖化の観点から二酸化炭素，有害

物質の観点から窒素酸化物及び埋立量最小化の観点から

埋立量としました。 

その結果は次のとおりですが，今後は新たな指標（重

金属など）も検討しながら，全体のシステムへの LCA

の適用を検討していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●厨芥類（生ごみ） 

・ 水分が多いため，“焼却”よりも，“堆肥化”又は“バイオガ

ス化”が環境負荷低減の面から有効。特に，地球温暖化防止

の観点からは“バイオガス化”が有利。 

・ “堆肥化”は埋立量が少なくなるが，土壌への重金属の移行

や臭気等の課題もある。 

●プラスチック類 

・ 市が“灰溶融施設の燃料として利用”した場合，環境負荷と

費用の両方の低減が期待される。 

・ 容器包装リサイクル法ルート（例:製鉄所で利用）では，温室

効果ガス削減効果は大きいが，輸送距離が長い場合，窒素酸

化物の負荷が増加する恐れもある。 

●紙類 

・ “ＲＰＦ化（固形燃料化）”又は“バイオガス化”した場合，

温室効果ガスは削減されるが，プラスチック類のリサイクル

と比べればその効果は大きくない。 

・ “バイオガス化”に，製紙原料として低質な，その他紙類を

含めれば，大幅にエネルギー回収量が高まる可能性がある。 
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○数値目標の進捗管理方法及び具体的取組との対応 

 

区 分 指 標 進捗管理方法 
対応する 

具体的取組

環境学習機会の拡大 学習講座等への参加者数実績値により

確認（１年ごと） 

(１)① 

環境家計簿の普及拡大 アンケート調査により確認（３年ごと） (１)② 

ＫＥＳ認証取得事業所の拡大 京のアジェンダ２１フォーラムの実績

値により確認（１年ごと） 

(１)③ 

フリーマーケット・リサイクルショップ

の利用拡大 

アンケート調査により確認（３年ごと） (１)① 

リース・レンタル商品や修理システムの

利用拡大 

アンケート調査により確認（３年ごと） (１)① 

事業所でのグリーン購入の促進 アンケート調査により確認（３年ごと） (１)③ 

環
境
に
配
慮
し
た
生
活
様
式
や 

事
業
活
動
に
関
す
る
指
標 

循環型社会ビジネスの規模の拡大 統計資料の更新頻度に応じて確認 

（３～５年ごと） 

(１)① 

手付かず食品の排出削減 ごみ実態調査及びごみ量実績により確

認（１年ごと） 

(1)②③ 

(2) 

スーパーの手提げ袋の排出削減 ごみ実態調査及びごみ量実績により確

認（１年ごと） 

(1)② 

(2) 

トレイの排出削減 ごみ実態調査及びごみ量実績により確

認（１年ごと） 

(1)② 

(2) 

リターナブル容器の普及 アンケート調査により確認（３年ごと） (1)① 

(2) 

缶・びん・ペットボトル分別の徹底 ごみ実態調査及びごみ量実績により確

認（１年ごと） 

(1)② 

(2) 

集団回収の促進 アンケート調査により確認（３年ごと） (1)②③ 

(2) 

拠点回収の促進 アンケート調査により確認（３年ごと） (2) 

廃食用油の回収促進 拠点数実績値により確認（１年ごと） (1)① 

(2) 

(3)③ 

ご
み
減
量
化
へ
の
取
組
に
関
す
る
指
標 

事業所でのごみ分別の徹底 アンケート調査により確認（３年ごと） (1)③ 

地球温暖化防止 ごみ量実績及び焼却量等施設稼動実績

により確認（１年ごと） 

(3)② 

ごみ処理時に発生するダイオキシン類

の抑制 

分析結果及び焼却量等施設稼動実績に

より確認（１年ごと） 

(3)① 

ごみ処理時に発生する重金属類の抑制 分析結果及び焼却量等施設稼動実績に

より確認（１年ごと） 

(3)① 

適
正
処
理
等
に
関
す
る
指
標 

まちの美化の推進 アンケート調査結果により確認 

（３年ごと） 

(3)⑤ 

 

※具体的取組 

（１）上流対策に重点を置いたごみ減量化の促進 

①上流対策の推進 ②家庭系ごみの減量化 ③事業系ごみの減量化 

（２）分別・リサイクルの拡大 

（３）環境負荷の少ない廃棄物管理システムの構築とまちの美化 

①施設整備の方向性 ②廃棄物管理システムの構築と LCAの活用 ③バイオマスの活用 

④災害廃棄物への対応 ⑤まちの美化推進
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○用語解説 

 

用語 説明 

３Ｒ Reduce（リデュース），Reuse（リユース），Recycle（リサイクル）の総称。

ISO14001 環境マネジメント。国際標準化機構（ISO：International Organization for 

Standardization）によって定められた環境マネジメントシステムの国際規

格。環境に配慮した事業活動を行っていることを保証する国際標準となってい

る。 

LCA Life Cycle Assessment：ライフサイクルアセスメント。製品の生産から消

費，廃棄段階の全てにおいて製品が環境に与える負荷を総合的に評価する手

法。 

ＲＰＦ化 廃プラスチック類や古紙を固形燃料化すること。「ＲＰＦ」とは，Refuse 

Paper&Plastic Fuel の略。原料が古紙とプラスチックだけのため，品質が安

定しやすい。また，熱量が高く，取扱いが容易であることもあり，化石燃料に

代わる資源として注目されている。 

拡大生産者責任 製造物に対する生産者の責任の範囲を，使用者がその物を使っている期間だけ

でなく，リサイクルされ、または廃棄物として処理される時点にまで拡大して

とらえる考え方。わが国でこの考え方が取り入れられている例としては，家電

リサイクル法が挙げられる。 

家電リサイクル法 家電製品等のリサイクルを促進し，廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等

を通じて，廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図ること等を目

的に，平成10年 6月に制定された法律。政令で定める機器（現在，テレビ・

冷蔵庫・エアコン・洗濯機が定められている。）に関して①小売業者による引

取りと製造業者への引渡し，②製造業者による再商品化などを定めている。平

成13年に全面施行された。 

気候変動枠組条約第３

回締約国会議（COP3） 

平成 9年 12月 1日から11日まで国立京都国際会館（左京区）で開催され，

世界の約 160 箇国・地域の代表，NGO，国際機関，報道関係者など 1 万人

近くが参加した。この会議では，地球温暖化防止に向けた具体的な対策や先進

国の温室効果ガス（二酸化炭素など地球温暖化の原因となる気体）削減目標な

どを定めた「京都議定書」を採択した。この議定書によって，我が国は2008

年（平成 20年）から 2012年（平成24年）までの 5年間の平均で，二酸

化炭素など6種類の温室効果ガスの排出量を1990年（平成2年）に比べ6％

削減する義務を負った。 

KES 京のアジェンダ21フォーラムが創設した「環境マネジメントシステム」の規

格。国際規格 ISO14001は中小企業にとって経費負担や内容の高度さなどが

障害となって認証取得が困難であることから，より分かりやすく取り組みやす

い地域共有の規格として誕生した。 

建設リサイクル法 建築物等の分別解体およびリサイクルの促進を目的として平成１２年に制定

された法律。一定規模以上の解体および新築工事については，コンクリート，

コンクリート及び鉄からなる建設資材，木材，アスファルト・コンクリートに

ついて現場での分別解体が義務づけられている。また，分別解体により生じた

コンクリート廃材，アスファルト廃材，廃木材については再資源化が義務づけ

られている。 

減量計画書 事業系廃棄物減量計画書。事業系大規模建築物の所有者が，過去１年間の廃棄

物の種類と発生量，発生抑制の取組利用の実績と，これから１年間の発生量の

見込み，発生抑制の取組，再生利用の取組の方策に基づき作成するもの。 

高炉還元 容器包装リサイクル法における再商品化の一手法。プラスチックを造粒・成形

し，高炉へ還元剤として吹き込むことを指す。 

コンポスト化 堆肥化。生ごみなどの有機性資源を発酵，熟成させて堆肥とすること。 
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指定袋制 ごみを出す際に使用できる袋を指定することにより，収集作業の安全確保や適

正な分別排出の促進，ごみを出す人の意識向上やごみ減量を図るための制度。

自動車リサイクル法 自動車製造業者を中心とした関係者に適切な役割分担を義務づけることによ

り使用済自動車のリサイクル・適正処理を図ることを目的に平成１４年7月に

制定された法律。自動車製造業者・輸入業者によるフロン類，エアバッグ及び

シュレッダーダストの引取，リサイクル（フロンについては破壊），引取業者

（自動車販売，整備業者等）による使用済自動車引取・引渡，フロン類回収業

者によるフロン回収・引渡，解体業者・破砕業者のリサイクル適正実施とエア

バッグ，シュレッダーダスト引渡を義務づけている。また，リサイクル費用は

自動車所有者が負担することとされている。 

上流対策 発生抑制や再使用など，製品のライフサイクルにおける上流側での対策。 

食品リサイクル法 食品に係る資源の有効な利用の確保や，食品に係る廃棄物の排出抑制等を図る

ことを目的に，平成１２年6月に制定された法律。食品関連事業者（食料品製

造業者，飲料製造業者，飲食料品卸売業者，飲食料品小売業者，沿海旅客海運

業者，内陸水運業者，結婚式場業者，旅館業者）に対して，平成１８年度まで

に食品廃棄物の再生利用等の実施率を２０％以上にすることを求めている。な

お，食品廃棄物の排出量が年間１００トン以上の事業者は，取組が著しく不十

分な場合，勧告及び命令の対象となる。 

廃棄物処理法 ①廃棄物の排出抑制，②廃棄物の適正な処理（運搬，処分，再生等），③生活

環境の清潔保持により，生活環境の保全と公衆衛生の向上を図ることを目的と

して，昭和45年に制定された法律。その後，産業廃棄物の排出量の飛躍的な

増加，不法投棄やダイオキシン問題等に対する国民意識の高まり，廃棄物処理

業に対する不信感の増大等を背景にして，平成 3 年，平成 9 年，平成 12 年

の３度にわたり，マニフェスト（廃棄物管理票）制度の強化，処理業および処

理施設の許可要件の強化，不法投棄に対する罰則の強化等の規制強化策を中心

とした大きな改正がなされた。 

バイオガス化 生ごみ等を微生物処理し，メタン等のガスを生成させる処理法。取り出したガ

スを発電や熱供給のエネルギー源として利用できるので，生ごみの効率的なリ

サイクル手法として注目されている。 

PDCAサイクル 事業活動に伴う環境影響を継続的に管理し，低減するシステム（環境マネジメ

ントシステム）に盛り込まれている考え方であり、「環境方針・計画の策定

（PLAN）」，「環境方針・計画に基づく実施及び運用（DO）」，「実施状況の調

査・点検（CHECK）」及び「計画の見直し・継続的改善（ACTION）」から成

るサイクル。このサイクルを継続的に実施していくことで，事業活動全体を環

境に適合したものに改善していく。 

容器包装リサイクル法 容器包装廃棄物の分別収集及び再商品化を促進し，一般廃棄物の減量及び再生

資源の十分な利用等を通じて，廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確

保等を図ること等を目的に，平成 7 年 6 月に制定された法律。容器包装につ

いて，①市町村による分別収集計画の策定及び分別収集の実施，②事業者によ

る再商品化の実施などを定めている。容器包装の内，缶・びん・ペットボトル

については平成 9 年 4 月から再商品化等が義務付けられ，その他紙製容器包

装（段ボール・紙箱・包装紙など）及びその他プラスチック製容器包装（ペッ

トボトル以外のプラスチックボトル，トレイなど）についても平成12年に義

務化された。 

灰溶融 ごみ焼却灰又はごみを高温で熱し，溶かすことにより，減容化と有害物質の分

解や安定化を図る処理方法。溶融の結果，ガラス質の「スラグ」が得られ，コ

ンクリートの骨材や道路の路盤材，ブロックやタイルなどに活用でき，リサイ

クルの有効な手法と考えられている。 

リサイクル 再生利用。原材料として利用すること。 

リデュース 発生抑制。原材料，製品等が廃棄物等となることを抑制すること。 

リユース 再使用。製品もしくは部品としてそのまま利用すること。 
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